
九州地方南西沖（M2.4）

長野県中部
（M2.1）

北海道胆振東部地震

余震

データ断（停電/回線トラブル）

波形画像：活動把握＆データ取得の参考情報



Hi-net ウェブサイトへのアクセス数（2011/01~2018/09）

日別

2011.3.11 2011.3.11 
東北地方太平洋沖地震 (M9.0)
2011.4.11 2011.4.11 
福島県浜通り (M7.0)

2016.4.16 
熊本地震
2016.4.16 
熊本地震 (M7.3)

2016.11.22 
福島県沖
2016.11.22 
福島県沖 (M7.4)

2018.09.06 
北海道胆振東部地震
2018.09.06 
北海道胆振東部地震

(M6.7)

2015.5.30 
小笠原諸島西方沖
※ 

2015.5.30 
小笠原諸島西方沖 (M8.1)
※ 最大震度5強，全都道府県で有感

2012.3.14 2012.3.14 
千葉県東方沖 (M6.1)
※ 最大震度5強

2012.7.3 2012.7.3 
千葉県南部 (M5.2)
※ 最大震度４

2012.12.7 
三陸沖
※ 

2012.12.7 
三陸沖 (M7.3)
※ 最大震度5弱



防災科研Hi-net：専門家向け情報

http://www.hinet.bosai.go.jp

観測波形データ，震源カタログ，関連
するメタデータにアクセスするためには，ロ
グインが必要
ユーザー登録は無料。年度末にユーザー
情報を更新
登録ユーザー数は約8100名

（2018年10月現在）

観測データ利用者には，利用実績の報
告を「依頼」

地震観測網を運用する重要性/必要性
をアピールする資料として活用
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東北地方太平洋沖Hi-net DB に登録された震源数
（2000/10～2018/08）

全データを保存：大量データの管理と活用が課題
連続波形データのサイズ

NIED
(66%)

JMA
Hi-netS-net

全機関:
4~5 TB/月

NIED MOWLAS:
~3.0TB/月

35~40TB/年50~60 TB/年

PBオーダーの
データ蓄積

保存媒体の確保
障害への対応
（バックアップ）

データベース肥大化
• 検索性能維持
• バックアップ



様々な分野での観測データ利用

民俗学分野

常住・他 (2009) 平成20年（2008年）岩手・宮城
内陸地震による震源近傍の老朽水利施設被災状
況に関する調査, 農工研技報, 209, 139-152.

加速器土木分野
（国際リニアコライダー建設）

関根・他 (2017)高感度地震観測網（Hi-net）による花崗岩地帯の
ILC 施設への発破振動影響検討, 第14回日本加速器学会年会プ
ロシーディングス, WEP143, 1291-1295.

農村工学分野

卜部 (2013)津南町の地層に記録された自然災害, 津南学, 2, 208-229.



海外の地震観測データ公開事例
International Seismological Centre（ISC）

• ユネスコの支援の下に1964年に設立
• 全世界約130の地震観測網やデータセンターと協

力し，世界の地震活動の調査，地震データの蓄
積，公開を実施

• 日本からは，気象庁，東大地震研究所，海洋
研究開発機構，極地研究所がメンバーとして参加

Incorporated Research Institutions for 
Seismology (IRIS)

• 米国の大学の共同地震研究機関として，世界各
地の地震データの取得，管理，配信を実施

• IRISと米国地質調査所（USGS）が全世界に展
開している広帯域地震観測計のデータ（Global
Seismographic Network, GSN）は，準リア
ルタイムで提供

http://www.isc.ac.uk/ https://www.iris.edu/hq/



世界共通の課題とその対処
Evans, P.L. et al. (2015) EOS, 96 (21), 6-7. 

なぜ，地震観測網はDOIを必要とするのか

－を付与することにより，

【要旨抜粋】
科学の世界では，査読論文を出版し，その論文
が多く引用されることが基本的な成果の尺度となっ
ている。しかし，データ提供者は，この論文から導
かれる評価精度の恩恵から除外されている。
いかなる科学研究においても，データは重要な要
素としてほぼ常に位置づけられるものである。透明で
再現性のある研究を行うためには，元のデータへの
オープンで永続的なアクセスが不可欠である。
そのようなデータを生産することは正当かつ重要な
科学的活動だが，研究資金提供者らに示す遡及
可能な引用情報という視点において，データ生成
者はデータ利用者と同じ認識を受けていない。
我々は，地震観測網に普遍的かつ容易に引用可
能なデジタル識別子－DOI－を付与することにより，
データ提供者にふさわしい認知度がもたらされること
を願っている。



データDOIの付与へ
【日本の地震観測が抱える課題】

観測施設の整備や維持管理に従事する研究者・技術者の評価
有能な後継者の確保・育成

地震データ（波形，カタログ等）が，地震学や地震工学をはじめ
とする様々な科学技術の進歩に活用されている具体的証明
老朽化対処を含む運用経費の確保に直結

学術論文での使用データ出典（入手先）明記厳格化や学術レポ
ジトリ等へのアップロード要請と二次利用増への対応
二次配布禁止ルールの形骸化

古い臨時観測データの再活用
担当者離職に伴うデータ（メタデータ）の逸失

database
データDOIを導入することにより，当該
データの利用頻度や学界への貢献度の
可視化を目指す



観測網データへのDOI適用の課題
DOI付与の単位をどうするか？

– 地震観測網は稼働中であり，毎秒，データが増加している
– 各観測網は，50 ~ 1000程度の観測点で構成されている
• 各観測点：独自のメタデータや故障履歴
• 先行する米国では，観測網単位でDOIを付与した実績有り

– いくつかの観測網は異なる種類のセンサーを搭載している
例）S-net（日本海溝海底地震津波観測網）：150観測地点から構成

各観測地点：加速度計×3，速度計×1，津波計×2セットを設置

MOWLAS連続波形データサイズ
(2018年9月)

約4TB/月


